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川越市障害者福祉施設等施設整備費補助金 チェックリスト（R8作成） 

当該補助金については、以下の要綱や基準等を遵守してください。 

・社会福祉施設等施設整備費国庫補助金交付要綱（以下、「国交付要綱」という。） 

→関東信越厚生局「社会福祉施設等施設整備費国庫補助金について」 

https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/kenko_fukushi/20130618-2.html 

・社会福祉施設整備費補助に係る工事請負契約等手続基準（以下、「手続基準」という。） 

→川越市「障害者支援施設等の整備計画」＞（参考）整備事業に係る契約手続き等について 

https://www.city.kawagoe.saitama.jp/kenko/fukushi/1006842/1006847.html 

・川越市社会福祉施設整備工事検査実施要綱（以下、「検査実施要綱」という。） 

→川越市「障害者支援施設等の整備計画」＞（参考）整備事業に係る契約手続き等について 

https://www.city.kawagoe.saitama.jp/kenko/fukushi/1006842/1006847.html 

 

時期 内容 関係基準等 ☑ 

１．協議申請について 

①整備前年

度１月頃～

３月 

障害者福祉課に協議申請に必要書類の提出を行う。（提出

書類一覧参照） 

※提出書類一覧については、例年１月にお送りする協議申請

のご案内に添付しております。 

社会福祉施設

等整備計画協

議要綱 

☐ 

整備予定事業の計画に変更はないことを確認する。 

※国への申請後に変更があった場合、補助金の全部もしくは

一部について取消となる可能性がございます。 

 ☐ 

②４月初旬 国庫補助協議申請（事業者→市→国へ提出） 

※内示前の設計業務については、補助対象外となります。契約については、補

助対象外業務（内示前）と補助対象業務（内示後）に分けて契約してくださ

い。 

手続基準１３  

２．内示後～入札【交付決定までは契約及び着工不可】 

③内示後 市から内示について通知、交付申請依頼発送 

障害者福祉課へ交付申請に必要な書類を提出する。 国交付要綱９ ☐ 

④整備年度 

７～８月頃 

 

【重要】「手続基準」を確認し、今後の手続について把握

する。 

※入札実施公告前・入札実施後・契約時には、書類の提出が

必要です。詳細は「手続基準」の９をご確認ください。 

手続基準 ☐ 

内示や一般競争入札の実施について、理事会等で報告を行

う。 

手続基準 ３ ☐ 

一般競争入札に係る入札参加基準を決定する。 手続基準４～

８ 

☐ 

⑤入札公告

１週間前 

障害者福祉課に、入札の実施報告書等の提出を行う。 手続基準 ９ ☐ 

https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/kenko_fukushi/20130618-2.html
https://www.city.kawagoe.saitama.jp/kenko/fukushi/1006842/1006847.html
https://www.city.kawagoe.saitama.jp/kenko/fukushi/1006842/1006847.html
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⑥入札実施

の報告後 

一般競争入札のための公告を行う。 

※見積期間や業者選定基準について、必ず「手続基準」及び

川越市契約規則を確認してください。 

・手続基準４～

５ 

・川越市契約規

則 

☐ 

⑦入札当日 一般競争入札を行う。 

※談合防止のため、事前に特定の施工業者との調整を行わな

いようにしてください。 

手続基準 ７ ☐ 

⑧入札後 入札結果について、ホームページ等で公開する。 手続基準１０ ☐ 

⑨入札後１

週間以内 

一般競争入札の結果について障害者福祉課に報告を行い、

関係書類を提出する。 

手続基準 ９ ☐ 

３．交付決定後【契約・着工可】 

⑩整備年度 

８月～９月 

市から交付決定通知を発送 

施工業者との契約締結に関して、理事会等の承認を得る。 手続基準 ３ ☐ 

⑪契約締結

後２週間以

内 

施工業者との契約締結後、２週間以内に、障害者福祉課に

対して報告及び関係書類の提出を行う。 

※理事会の議事録写し及び契約書の写しをご提出ください。 

手続基準 ９ ☐ 

⑫契約後 工事の工程表ができ次第、指導監査課に対し、工事検査等

の日程調整の連絡を行う。 

※補助金が１，０００万円を超える場合は、着工時・中間時・

完成時に検査を行います。 

検査実施要綱 ☐ 

４．着工後～中間時検査 

⑬着工後 

１０日以内 

障害者福祉課に、国交付要綱別紙４で着工報告を行う。 国交付要綱 

１２ 

☐ 

⑭着工時検

査後 

指摘があった点について修正を行い、指導監査課もしくは

技術管理課に修正書類を提出する。 

検査実施要綱 ☐ 

⑮中間時検

査後 

中間時検査後、指摘があった点について修正を行い、指導

監査課もしくは技術管理課に修正書類を提出する。 

検査実施要綱 ☐ 

⑯整備年度

の１月１５

日まで 

障害者福祉課に、国交付要綱別紙５で、１２月末日時点の

状況報告を行う。 

国交付要綱 

１２ 

☐ 

５．事業完了時（工事完了時） 

⑰完成時検

査後 

完成時検査後、指摘があった点について修正を行い、指導

監査課もしくは技術管理課に修正書類を提出する。 

検査実施要綱 ☐ 

⑱工事完了

時点～実績

報告書提出

期限まで 

事業完了（工事完了）後、速やかに障害者福祉課に対して、

実績報告に係る資料提出を行う。 

※提出期限については、補助金担当者からの指示に従ってく

ださい。 

国交付要綱 

１３ 

☐ 

⑲実績報告

時 

実績報告後、障害者福祉課に対して、補助金の請求書を提

出する。 

手続基準１２ ☐ 
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※振込口座の登録を行っていない場合、口座情報について、

市に提出してください。 

６．事業完了日の属する日から翌々年度 

⑳事業完了 

翌々年度 

～６月 

事業完了年度の翌々年度に、障害者福祉課に対して、消費

税及び地方消費税に係る仕入控除税額の報告を行う。 

※仕入控除税額が０円であった場合も、必ず報告が必要です。 

国交付要綱 

８（６） 

☐ 

 

 

○設計変更・工期の変更について 

補助事業については、変更は原則認められませんが、資材の調達が困難になった場合等やむを

得ない事由により工期の変更や、設計変更が必要となる場合には、国の承認により、工期の変更

等が認められる場合があります。 

これらについては事前の確認や手続きが必要になりますので、変更を確定させる前に必ず障害

者福祉課へ連絡をしてください。 

遵守できない場合、補助金の全部もしくは一部について取消となる可能性があります。 

 

７．年度内に事業の完了が見込めない場合【要事前相談】 

～１１月頃 年度内に事業が完了できないことについて、障害者福祉課

へ報告を行う。 

※報告がない場合、繰越の手続きができず、補助金の取り消

しとなる可能性がございます。 

国交付要綱 

８（６） 

☐ 

～１２月初

旬 

年度内に事業が完了できないことについては、やむを得な

い事由があり、それについて障害者福祉課に工事遅延理由

書を提出する。 

国交付要綱 

８（６） 

☐ 

繰越承認後 新たな工期について、施工業者と変更契約を締結する。 

 

 ☐ 

変更契約後、

速やかに 

障害者福祉課に報告と契約書の写しの提出を行う。 ・国交付要綱 

８（６） 

・手続基準１１ 

☐ 

８．設計の変更等が発生する場合【要事前相談】 

変更前、速や

かに 

事前に障害者福祉課に事業内容の変更について相談を行

う。 

※事前に国に対し変更内容の承認申請を行うため、軽微な変

更であっても、必ず変更決定前にご連絡ください。 

国交付要綱 

８（６） 

☐ 

速やかに、変更部分の内容が分かる書類を障害者福祉課に

対して提出する。 

・国交付要綱 

８（６） 

・手続基準１１ 

☐ 

 


